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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会や単産に送って下さい。
「地域から世論を高めていこう」――各地で地域各界連が再建
●９団体で「くらしき各界連」を再建、意気高い決意相次ぐ
4月26日、消費税廃止くらしき各界連絡会（岡山県）は15人で再結成総会を開き、運動方針と役員体制を全会一致で採択しました。

　参加団体は、倉敷地域人権連、岡山西農民連、倉敷医療生協、倉敷医療生協労組、日本共産党、年金者組合、新日本婦人の会、市職労、倉敷民商の9団体。他に、市民生協とその労組、生活と健康を守る会にも呼びかけています。総会後には岡山県商工団体連合会の福木実事務局長を講師に「消費税の仕組みと実態」について学びました。消費税が大企業の減税に使われ、中小零細業者は身銭を切って消費税を払っている反面、大企業は輸出戻し税で莫大な消費税の還付を受けている実態をわかりやすく話していただきました。討論では、「『後期高齢者医療制度をやめたら、消費税の税率を上げなければならない』という意見が老人から出されているが、今日の話で社会保障と消費税ははじめから財源と目的の関係になかったと良くわかった」「消費者の立場で理解していた消費税と業者の側の消費税の認識の違いが良くわかった」など活発な意見交換が行われました。

　宣伝行動と世話人会議の定例化も決まり、団結を確かめ合いました。

  ●春日部連絡会が５月17日に再建へ、多彩な行動も計画中
埼玉・春日部地域連絡会は４月１６日、埼玉土建春日部支部事務所に民商、埼玉土建、新婦人、日本共産党の代表が集まり地域各界連の再建に向けて話し合いました。

　国民の営業と暮らしを直撃し、景気を下降させる消費税率の引き上げを許さない草の根のたたかいをすすめていくことを確認、地域連絡会の活動を再開することにしました。　

　活動は、駅頭宣伝にとどまらず、大型スーパー前や商店街で、宣伝カーの「流し」宣伝なども積極的に行い、市民の関心を高め、署名も集めるとしています。

　第１回の宣伝行動は、５月２６日を予定しています。役員体制は、事務局長に埼玉土建、事務局次長に民商、財政を新婦人が担当することで合意。再建総会は５月１７日（土）、１６時から埼葛教育会館で開催し、前半に消費税を巡る学習会をおこないます。

　活動再開に意欲を燃やす左右田氏（埼玉土建春日部支部書記長）は、「ガソリン代の値下げに見られるように、自民党・公明党を選挙で引きずり下ろせば政治は変わる。必至と言われる総選挙で消費税の息の根を止めたい」と決意を語っています。
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各界連全国代表者会議(4/16)での発言から（１）
１）神奈川・鎌倉各界連・若林さん　　「怒りの行動」を4月15日に実施。市民の中に入って怒りの声を聞こうと2人組で初めて戸別訪問した。私は1時間で５軒と対話、１人１５分以上話す人もあり、よく対話になることが分かった。後期高齢者医療制度は「納得できない」「早く死ねと言うのか」「こんなことをするなら、安楽死を認めてほしい」など切実な声が出され、増税反対とあわせて２つの署名を全員がしてくれた。今後とも１軒1軒、市民の中に入っての対話を続けていきたい。

２）兵庫県各界連・岡本さん　　４・１行動では、初めてバンドも参加し歌を歌って行動。署名も2時間で174人から寄せられた。その後、日を変えて年金者や社保協でも同じ場所で行動し、15日の年金天引きの日には１時間で288人分の署名が集まった。後期高齢者医療制度への怒りは、福田政権がうまく国民をだませなかったから。署名してくれた人でも「財政赤字だから消費税はしかたない」という人もいる。政府・財界のデマに負けず、社会保障財源問題、税の応能負担原則で攻勢的に訴えることが必要だ。

３）福岡県各界連・籾井さん　　県各界連は①地域各界連の再建・強化、②県各界連の活動強化、の2本柱で活動している。地域各界連は7つが活動。今年は1月の学習会をきっかけに、大牟田、門司が再開するが、すべての地域での再開をめざしたい。「４・１行動」は昨年7月の参院選前の宣伝70人を上回る90人で大宣伝。マスコミにも要請し、西日本新聞が報道した。県各界連の参加団体は20団体参加だが、さらに増やす計画だ。百貨店協会、チェーンストア協会、生協などとも懇談を準備している。
４）福島県各界連・服部さん　　午前中、県選出国会議員14人に増税反対を要請した。「後期高齢者」「道路特定財源」など、どこも神妙な態度で、話を聞かざるを得ない状況が生まれている。「年金を全額税方式で」はきちんと批判が必要。地域では数千万円の追徴課税や税務調査を受けて自殺者が相次ぐなどの状況がある。消費税は「命まで奪う営業破壊税」だ。「４・１行動」は高校生などにも好反応で「かつて消費税がない時代があった」という話にびっくりする人もいた。若者にマッチした宣伝も工夫する必要がある。打って出れば確信になるので地域各界連を強化し全県の運動を強めたい。
(以下は次号)















